
 
 

障害者総合支援法附則の検討規定に係る各種提言等 

 

（１）常時介護を要する障害者等に対する支援 

 

【総合支援法附帯決議】 

 

【障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言】 

＜衆議院（十）＞＜参議院（九）＞ 

十 常時介護を要する障害者等に対する支援その他の障害福祉サービスの在り方等

の検討に当たっては、国と地方公共団体との役割分担も考慮しつつ、重度訪問介護

等、長時間サービスを必要とする者に対して適切な支給決定がなされるよう、市町

村に対する支援等の在り方についても、十分に検討を行い、その結果に基づいて、

所要の措置を講ずること 

Ⅰ－４ 支援(サービス)体系 

 Ａ．全国共通の仕組みで提供される支援 

５．個別生活支援 

【表題】①重度訪問介護の発展的継承によるパーソナルアシスタンス制度の創設 

【結論】 

○ パーソナルアシスタンスとは、 

１)利用者の主導(支援を受けての主導を含む)による 

２)個別の関係性の下での 

３)包括性と継続性 

を備えた生活支援である。 

○ パーソナルアシスタンス制度の創設に向けて、現行の重度訪問介護を充実発展さ

せる。 

○ 対象者は重度の肢体不自由者に限定せず、障害種別を問わず日常生活全般に常時

の支援を要する障害者が利用できるようにする。また、障害児が必要に応じてパー

ソナルアシスタンス制度を使えるようにする。 

○ 重度訪問介護の利用に関して一律にその利用範囲を制限する仕組みをなくす。ま

た、決定された支給量の範囲内であれば、通勤、通学、入院、1 日の範囲を越える

外出、運転介助にも利用できるようにする。また、制度利用等の支援、見守りも含

めた利用者の精神的安定のための配慮等もパーソナルアシスタンスによる支援に

加える。 

○ パーソナルアシスタンスの資格については、従事する者の入り口を幅広く取り、

仕事をしながら教育を受ける職場内訓練(OJT)を基本にした研修プログラムとし、実

際に障害者の介助に入った実経験時間等を評価するものとする。 

参考資料１ 


